
東京都市計画高度利用地区の変更（品川区決定）    
 都市計画高度利用地区を次のように変更する。 

種類 

（地区名・区分） 
面積 

建築物の容積率 

の最高限度 

（注１） 

建築物の容積率 

の最低限度 

建築物の建蔽率 

の最高限度 

（注２） 

建築物の建築面積 

の最低限度 

壁面の位置 

の制限 
備考 

高
度
利
用
地
区
（
戸
越
公
園
駅
北
地
区
） 

Ａゾーン 約０.５５ｈａ ６５／１０ ２０／１０ ６／１０ ２００㎡ ２ｍ 戸越公園駅北地区

第一種市街地再開

発事業施行区域 

Ｂゾーン 約０.０５ｈａ ３５／１０ ２０／１０ ４／１０ ２００㎡ ２ｍ 

合計 約０.６０ｈａ      

（注１）建築物の容積率の最高限度の特例 

（１）建築物の敷地面積の規模による限度 

敷地面積が１,０００㎡未満の建築物にあっては、下記の数値を限度とする。 

ア 敷地面積５００㎡未満の場合 Ａゾーンにおいて１０分の５０、Ｂゾーンにおいて１０分の３０ 

イ 敷地面積５００㎡以上１,０００㎡未満の場合 Ａゾーンにおいて１０分の５５、Ｂゾーンにおいて１０分の３５ 

（２）建築物の用途による限度 

  住宅等の用途に供する部分の床面積の合計の延べ面積に対する割合が１／３未満である建築物にあっては、１０分の１０を減じる。 

（３）建築物の敷地内に設ける空地の規模による限度 

  道路境界線からの壁面の位置の制限を越える位置に設ける広場等の空地面積の合計が、敷地面積の１０分の２未満である建築物にあっては、下記の

数値を減じる。 

ア １０分の１未満の場合 Ａゾーンにおいて１０分の１５、Ｂゾーンにおいて１０分の５ 

イ １０分の１以上１０分の１.５未満の場合 Ａゾーンにおいて１０分の１０ 

ウ １０分の１.５以上１０分の２未満の場合 Ａゾーンにおいて１０分の５ 

（４）質の高い住宅等の確保による限度 

  質の高い住宅等の用途に供する部分の床面積の合計の敷地面積に対する割合が１０分の７．５未満である建築物にあっては、下記の数値を減じる。 

ア １０分の５未満の場合 １０分の１０ 

イ １０分の５以上１０分の７．５未満の場合 １０分の５ 

（５）地上部及び建築物上の緑化率による容積率の増減 

  東京における自然の保護と回復に関する条例及び同施行規則に規定する緑化基準に基づき算出した緑化率が３５％未満である建築物にあっては、 

１０分の０．６を減じる。 

（６）育成用途の設定による限度 

  住宅を除く育成用途を２分類以上設けていない建築物にあっては、１０分の５を減じる。 

（７）建築基準法第５２条第１４項第１号の許可を受けた建築物は、その許可の範囲内において、容積率の最高限度を超えることができる。 

（注２）建築物の建蔽率の最高限度 

  建築基準法第５３条第３項各号の一に該当する場合は１０分の１を、同項各号に該当する場合又は同条第６項第１号に該当する場合は１０分の２を

加えた数値とする。建築物の敷地が制限の異なる２以上の区域にわたる場合は、建築基準法第５３条第２項を準用する。 

  



高度利用地区の変更内容 

 
 

品川区内のその他の既決定の地区 面積 位置 

高度利用地区 

（大崎駅東口第一地区） 

（西大井一丁目地区） 

（大井町駅東口第一地区） 

（大井町駅西口Ｄ―１地区） 

（大崎駅東口第二地区） 

（西大井駅前南地区） 

（大井町西地区） 

（目黒駅前地区） 

（大井一丁目南第一地区） 

（戸越五丁目１９番地区） 

（西五反田七丁目地区） 

約    ｈａ 

3.0 

1.1 

1.5 

0.8 

6.1 

0.8 

0.5 

2.3 

0.8 

0.3 

2.7 

 

品川区大崎一丁目地内 

品川区西大井一丁目地内 

品川区東大井五丁目及び東大井六丁目各地内 

品川区大井一丁目地内 

品川区大崎一丁目地内 

品川区西大井一丁目地内 

品川区大井一丁目及び二葉一丁目各地内 

品川区上大崎二丁目及び上大崎三丁目各地内 

品川区大井一丁目及び大井二丁目各地内 

品川区戸越五丁目地内 

品川区西五反田七丁目地内 

小計 約 19.9ｈａ  

合計 約 20.5ｈａ  

「位置、区域及び壁面の位置の制限は、計画図表示のとおり」 

理由：都市計画の決定に伴い、土地の合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更新を図るため、高度利用地区を変更する。 

 

 

変更概要 

種類 変更箇所 変更面積 備考 

高度利用地区 

（戸越公園駅北地区） 
品川区戸越五丁目地内 約０.６ｈａ 追加 

 






